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平成 29 年 2 月 9 日（木） 午前 10 時 00 分～ 
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大阪市教育委員会事務局 

 

 



次 第 

 

１ 開 会 

 

２ 教育長あいさつ 

 

３ 出席委員の紹介  

 

４ 会長及び会長代理の選任 

 

５ 報告事項 

（１） 平成 28 年度児童数・学級数の現況について 

（２） 学校配置の適正化の取り組み状況について 

ⅰ 適正配置の対象校の状況について 

ⅱ 平成 28 年度 小学校の統合について 

 

６ 小規模校取組現状報告 

・生野区西部地域学校再編整備計画について 
 

７ 議 事   

・市内中心部における児童急増対策について 
 

８ 閉 会 

 

 



大阪市学校適正配置審議会委員名簿 

 

 

【委員】（五十音順） 
 

飯野  修芳   委員  大阪市地域振興会副会長 

後藤 博子  委員  帝塚山大学文学部准教授 

小林 京子  委員  弁護士 

小林 将太    委員  大阪教育大学教育学部講師 

小林 良堂  委員  大阪市ＰＴＡ協議会会長 

佐久間 康富 委員  大阪市立大学大学院工学研究科講師 

佐坂 陽子  委員  大阪市ＰＴＡ協議会副会長 

髙田 一宏   委員  大阪大学大学院人間科学研究科准教授 

佃  繁   委員  梅花女子大学食文化学部教授 

前田 葉子  委員  大阪市地域女性団体協議会副会長 

南本  長穂   委員  関西学院大学教職教育研究センター教授 

安本 寿久  委員  産経新聞大阪本社特別記者編集委員 

吉川 郁夫  委員  大阪市社会福祉協議会評議員 

 

 

【教育委員会事務局】 
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林田  潔      区担当教育次長（都島区長) 
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加藤 博之      指導部長 

深見 賢一郎     施設整備課長 

笠作 良一      学校適正配置担当課長 

忍  康彦       学校適正配置担当課長 

大川 博史      学校適正配置担当課長 

高橋 年治      初等教育担当課長 

高橋 哲也      中学校教育担当課長 

 



昭和５３年７月２７日 

(教)規則第２２号 

大阪市学校適正配置審議会規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和 28 年大阪市条例第 35

号）第２条の規定により、大阪市学校適正配置審議会（以下「審議会」という。）に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（組織） 

第２条 審議会は、２５名以内の委員で組織する。 

２ 委員は、学識経験のある者及び教育委員会が適当と認める者の中から、教育委員

会が市長の意見をきいて委嘱する。 

 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

（会長等） 

第４条 審議会に会長及び会長代理を置く。 

２ 会長は、委員の互選とする。 

３ 会長は、審議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

４ 会長代理は、委員の中から会長が指名する。 

５ 会長代理は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができな

い。 

３ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

 

（専門部会） 

第６条 会長が必要と認めるときは、審議会に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、会長が指名する委員で組織する。 

 

（関係者の出席） 

第７条 審議会及び専門部会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、

その意見または説明を聞くことができる。 

 

 



（専門調査員） 

第８条 審議会に、専門の事項を調査させるため、専門調査員を置くことができる。 

２ 専門調査員は、特定の事項について専門的知識を有する者の中から、教育委員会

が委嘱する。 

 

（幹事） 

第９条 審議会に幹事若干名を置き、本市職員の中から、教育委員会が任命する。 

２ 幹事は、審議会の担任事務について委員を補佐する。 

 

（施行の細目） 

第１０条 この規則の施行について必要な事項は、会長が定める。 

 

 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------- -------- 

執行機関の附属機関に関する条例（抄） 

制  定  昭和２８．４．１  

最近改定  平成２８．４．１  

 

（設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めがあるものを除くほか、次のとおり

本市に執行機関の附属機関を置く。 

附属機関 

の属する 

執行機関 

 

附 属 機 関 

 

担   任   事   務 

省               略 

 

教育委員会 

 

 

大阪市学校適正 

配 置 審 議 会 

 

市立小学校及び中学校の規模及び配置の適正化に関す

る重要事項の調査審議及び具体的な施策についての教

育委員会に対する意見の具申に関する事務 

 

（委任） 

第２条 前条に規定する附属機関の組織、運営その他附属機関に関し必要な事項は、その附属機

関の属する執行機関が定める。 

 

  附則（昭５３．５．３１） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附則（昭５３．７．２７） 

この条例の施行期日は、市長が定める。 

 

 

 



年　月　日 会　議　等 内　　　　　　　　容

S53.7.27 第１回審議会 第一回開催日設置とする
審議会の所定事務の確認
運営委員会の設置( ９名 ）

S53.9.26 第２回審議会 教育委員長から審議会会長に対し諮問
運営委員会報告
前懇談会答申の検討について
過小校の実地調査について

S54.5.17 第３回審議会 「教育課程と小規模校」について研究報告
審議会の基本方針
審議会答申の原案作成について
学校適正配置についての今後の進め方について
小委員会の設置(７名）

S54.8.4 第４回審議会 審議会第１次答申の審議
連絡調整委員会の設置(６名）

S54.10.20 第５回審議会 審議会第１次答申の審議

S55.1.19 第６回審議会 審議会第１次答申の決定

S55.1.22 (第１次答申） プレス発表

S55.7.28 第７回審議会 審議会の役員選出（会長、会長代理）
今日までの経過説明
連絡調整委員会について
今後の進め方について

S56.3.28 第８回審議会 第２次答申の決定

S56.3.31 (第２次答申） プレス発表

S57.3.29 第９回審議会 南区における学級規模・配置の適正化に関する教育委員会実施案
(第１次）を地元提示した旨の報告

S58.3.18 第１０回審議会 第９回審議会以降の過小校の状況について

S59.3.22 第１１回審議会 南中学校本校・分校の統合について

S59.5.8 第１２回審議会 難波小学校と元町小学校の統合について

S60.3.22 第１３回審議会 適正化対象校の現況について

S61.3.22 第１４回審議会 大宝小学校、芦池小学校及び道仁小学校の統合について

S62.3.24 第１５回審議会 大宝幼稚園と芦池幼稚園の統合について

S63.3.28 第１６回審議会 東中学校と船場中学校の統合について及び曽根崎小学校と梅田東
小学校の統合について

H1.3.23 第１７回審議会 大和川小学校と長原小学校の統合について及び曽根崎小学校と梅
田東小学校の統合について

H2.3.26 第１８回審議会 集英小学校と愛日小学校の統合について及び桃谷小学校・桃園小
学校・東平小学校・金甌小学校の統合について

H3.3.26 第１９回審議会 桃谷小学校・桃園小学校・東平小学校・金甌小学校の統合について

H3.12.10 第２０回審議会 新設校(中央小学校）の設置及び審議会専門部会の設置について

H5.3.30 第２１回審議会 新設校（真住中学校）の設置及び専門部会の経過報告について

〔参考〕　大阪市学校適正配置審議会審議状況



年　月　日 会　議　等 内　　　　　　　　容

H6.3.30 第２２回審議会 適正化対象校の現状及び専門部会の経過報告について

H7.3.30 第２３回審議会 精華小学校と南小学校の統合について及び菅南中学校と扇町中学
校の統合について
適正化対象校の現状及び専門部会の経過報告について

H8.3.25 第２４回審議会 精華幼稚園と南幼稚園の統合について
新しい小・中学校の教育のあり方を研究するための専門部会設置に
ついて

H10.3.30 第２５回審議会 新設校(茨田小学校）の設置及び分校(加美北小学校）の廃止につ
いて
今後の適正化に関する「専門部会の審議経過の概要」について

H12.3.28 第２６回審議会 新設校（清江小学校）の設置及び分校(小路小学校)の廃止について
今後の適正配置について

H15.7.28 第２７回審議会 教育委員長から審議会会長に対し諮問
専門部会「審議経過の概要」報告
南住吉小学校分校の開校について
済美小学校・北天満小学校の統合について

H16.8.17 第２８回審議会 専門部会の審議状況について

H16.9.27 (答申） プレス発表

H18.12.6 第２９回審議会 大阪北小学校と扇町小学校の統合について
児童数119人以下の小学校について
南住吉大空小学校の設置について

H20.6.2 第３０回審議会 今後の学校配置の適正化の進め方について
御幣島小学校の設置について

H20.6.10 (答申） プレス発表

H21.11.9 第３１回審議会 今後の学校配置の適正化の進め方（中間報告）について

H22.2.10 第３２回審議会 今後の学校配置の適正化の進め方について
焼野小学校の設置について

H22.2.25 (答申） プレス発表

H22.9.27 第３３回審議会 周知パンフレットの概要について

H24.6.28 第３４回審議会 学校配置の適正化の取り組み状況について
学校適正配置の今後の進め方について

H25.2.22 第３５回審議会 学校配置の適正化の取り組み状況について
学校配置の適正化の推進のための指針（仮称）について

H25.12.20 第３６回審議会 学校配置の適正化の取り組み状況について
学校配置の適正化の推進に向けての意見書（案）について

H27.3.16 第３７回審議会 学校配置の適正化の取り組み状況について
塩草小学校と立葉小学校の統合について
文部科学省の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関す
る手引」について
今後の学校適正配置の進め方について（案）

H28.3.30 第３８回審議会 学校配置の適正化の取り組み状況について
大阪市の学校適正配置における現状と課題について



 

 

〔参考〕 大阪市学校適正配置審議会答申（平成２２年２月） 

 

今後の学校配置の適正化の進め方について（答申） 【概要】 

 

Ⅰ 経過 

○平成16年答申    120名を下回る小学校については、今後、何らかの方策を検討すべき時期

に来ており、特に複式学級を有する学校等については、その解消の検討

を始めるべきである。 

                       大阪北小学校の扇町小学校との統合（平成19年4月） 

 

○平成20年答申    12～24学級を適正規模と再整理。全学年単学級の小学校を適正化の検討

対象とし、基本的には「統合」の手法により進めるべきである。 

                       極めて小規模な 3校より、順次、地域・保護者への説明を開始 

              

Ⅱ 児童数等の推移・現状 

 児童数等の推移    児童数は、昭和５４年度（約 24万 2千人）と平成21年度（約12万 2千人）

を比較すれば半減しているにもかかわらず学校数は反対に増加（２９３校

→２９９校）。 

  

  大阪市の小学校の現状（平成21年5月 1日現在） 

 

 

 

                                                      全小学校２９９校 

 

※特に、北、浪速、生野、西成区では 11 学級以

下の小学校が区内の学校数の半数を超えて

いる。 

 

Ⅲ 今後の学校配置の適正化について 

適正規模           ・ 12～24学級とする。 

 

適正化の必要性     ・ 学校が小規模となることにより、人数が少ないことによる利点もあるが、 

教育上の課題も生じる。 

・ これまで小規模校については、利点を活かし、課題は学校の創意工夫

で克服しつつ教育活動を進めてきたが、今後、学校における工夫だけで

良好な教育環境を整えるには限界がある。 

・ 7～11学級の規模の小学校についても、学年によっては 6年間クラス替

えもできず、全学年単学級の小学校と同様の課題がある。 

 

 

約３割（９１校）の小学校

が11学級以下 <２３区> 

全学年が単学級 

(４０校) <16区> 

７～11学級 

(５１校) 

 



 

 

適正化の対象       ・ 11 学級以下の小学校全体を適正化の対象として再整理。 
 

① 複式学級を有する小学校、もしくは複式学級を有してはいないものの、全ての学年の児

童数が20名未満であり児童の男女比率に著しい偏りがある学年を有する小学校 

② ①には該当しないが、児童数が 120 名を下回る状況であり、今後とも児童数が 120 名以

上に増加する見込みが立っていない小学校 

③ 現在児童数が 120 名以上の状況ではあるが、今後児童数が 120 名を下回ることが見込

まれる小学校 

④ ①～③には該当しないが、今後とも全学年単学級の状況にあると見込まれる小学校 

⑤ 現在7学級以上11学級以下の状況ではあるが、今後全学年単学級の状況になることが

見込まれる小学校 

⑥ 今後、7学級以上11学級以下の状況にあると見込まれる小学校 

⑦ 現在 7学級以上 11 学級以下の状況ではあるが、今後 12 学級以上の状況になると見込

まれる小学校 

 

      ※上記の分類から、①から⑥に該当する小学校を適正化の対象とする。 

 

Ⅳ 適正化に向けた進め方 

○ 今後とも児童数が120名以上に増加する見込みが立っていない、①②に該当する小学校 

          保護者・地域関係者に対し、学校が抱えている現状や課題など情報を提供し、

速やかに「統合」に向けた調整を進めるべきである。 

○ 上記以外の③から⑥に該当する小学校 

          児童数の推移を注視しながら、より規模の小さい小学校から順次取り組みに着

手されたい。 

 

◎ 児童・保護者の不安の緩和のための配慮とともに、保護者・地域関係者が適正化を前向

きに考えてもらえるような機運の醸成に傾注すべきである。 

小規模校の教育上の利点と課題、統合経験校の児童・保護者の意見、統合校へ

の教育内容の充実などの情報を発信。 

市民への意識醸成のもと、行政区・中学校区単位の保護者・地域関係者との協働

で適正化を検討。 

◎ とりわけ小規模な小学校の集中している行政区、中学校区では、より活発な進展が望ま

しい。 

◎ 学校種間の連携、接続のメリットを活かす観点から、小中一貫教育校の設置なども、より

大きな集団で教育活動を営める点から有効な方策の一つと考える。 

 

Ⅴ 小規模校における教育活動の充実 

     適正化の推進には相当の年月を要するが、これらの小学校においても日々教育活動が

為されており、教育効果面での課題に対処するため、当面の間は次のような方策を講じる

必要がある。 

    ・ 小学校間での交流活動 

     ・ 小中連携 

     ・ 地域との連携 



大阪市立小学校 学校配置の適正化の推進のための指針 【概要】 

教育委員会事務局学事課（学事・適正配置グループ） 
 
指針策定の主旨 

平成 22 年答申に基づき、児童のより良い教育環境の整備を図るため、区長と教育委員会が連携し、保護

者や地域住民を主体とした適正化の取組みをより円滑に推進することが重要であり、本指針を策定する。 
 
Ⅰ これまでの経過 

○平成16年答申では児童数が120名を下回る小学校については、今後、何らかの方策を検討すべき 

 時期に来ており、特に複式学級を有する学校等については、その解消の検討を始めるべきである。 

                       大阪北小学校の扇町小学校との統合（平成19年4月） 
 
○平成20年答申では12～24学級を適正規模と再整理。全学年単学級の小学校を適正化の検討対象とし、

基本的には「統合」の手法により進めるべきである。 

                       極めて小規模な3校より、順次、地域・保護者への説明を開始 

                       中津南小学校の中津小学校との統合（平成22年4月） 
 

○平成22年答申では11学級以下の小学校を適正化の対象として再整理。以下のとおり分類した上で、 

 児童数が120名を下回る（分類①②に該当）小学校について、速やかに「統合」を進めるべきである。 

                       該当6校について、地域・保護者への説明を開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成25年12月に適正化の取組みをより円滑に推進するため、審議会より「大阪市立小学校学校配置の

適正化の推進に向けての意見書」を受ける。 
 

Ⅱ 児童数の推移及び現状 

 ○児童数等の推移   児童数は、昭和54年度（約24万2千人）と平成26年度（約11万4千人）を比較す

れば半減しているにもかかわらず、学校数は反対に増加（290校→296校）。 
 

  ○大阪市の小学校の現状（平成26年5月1日現在） 

 

 

                                                      全小学校２９６校 

 

※特に浪速、生野、西成区では 11 学級以下の

小学校が区内の学校数の半数を超えている。 

 

約３割（９０校）の小学校

が11学級以下 <２３区> 

全学年が単学級 

分類①～④ 

(36校) <15区> 

７～11学級 

分類⑤・⑥ 

(54校) 

 

速やかに「統合」に向けた調整を 

進める必要がある小学校 

① 複式学級を有する小学校、もしくは複式学級

を有してはいないものの、全ての学年の児童

数が 20 名未満であり児童の男女比率に著し

い偏りがある学年を有する小学校 

② ①には該当しないが、児童数が120名を下回

る状況であり、今後とも児童数が 120 名以上

に増加する見込みが立っていない小学校 

 

今後の児童数の推移を注視し 

順次取組みに着手する小学校 

③ 現在児童数が120名以上の状況ではあるが、

今後児童数が120名を下回ることが見込まれ

る小学校 

④ ①～③には該当しないが、今後とも全学年単

学級の状況にあると見込まれる小学校 

⑤ 現在7学級以上11学級以下の状況ではある

が、今後全学年単学級の状況になることが見

込まれる小学校 

⑥ 今後、7学級以上11学級以下の状況にあると

見込まれる小学校 



 

Ⅲ 適正化に向けた今後の推進のための基本的な考え方 

平成 22 年答申を起点とし、児童の良好な教育環境の確保、教育活動の充実を図ることを目的に地域を

主体とした取組みを区長と教育委員会が連携して進める。 
 

 １ 対象校と取組みの優先順位 

対 象 校  11学級以下の小学校 

優先順位  分類①・②を最優先とし、原則、分類③～⑥については、より小規模化が進んでいる学校

から順次取組みを検討する。 

 ただし、分類⑥については、学級数、児童数を注視し、取組みの是非を見極める。 
 

 ２ 適正配置の手法 

基本的には、「統合」の手法により進め、場合によって、「校区の変更」についても検討する。 
 

 ３ 適正配置の基本的な考え方 

 適正配置対象校同士の統合を優先する。 

 適正配置対象校と適正規模校の統合は、適正規模校が存続校とする。 

 学校名は双方の地域に配慮して定める。 
 

４ 適正配置相手校の選択基準 

同一中学校区にあり、校区が隣接している小学校とする。 
  

 ５ 適正配置において満たすべき条件 

 原則、適正規模（12～24学級）になること。 

 教室数等の学校施設要件を満たすこと。 

 通学距離が概ね2km以内になること。 

 通学路の安全面で支障をきたす事情等がないこと。 
 

 ６ 基本的な協議の進め方 

区長と教育委員会が連携して、児童の良好な教育環境を構築していくとの観点に立ち、保護者、地域

住民が主体となって、新しい学校づくりに関われるように取組みを進める。 
           

 ７ 統合を進める上で配慮すべき事項 

 児童の心理的な負担軽減策（交流事業等）に配慮する。 

 保護者に過度の経済的負担を与えないよう配慮する。 

 通学路の安全対策について関係機関（警察等）との十分な調整する。 
 

 ８ 統合校への教育環境等において配慮すべき事項 

 新しいコンセプトのもとで、学校の活性化・特色化を図る学校長からの提案を支援する。 

 閉校する学校の文化的な継承が図れるよう考慮する。 

 児童にきめ細かい対応ができるよう教員配置について配慮する。 
 

 ９ 統合によって廃校となる学校の跡地利用について 

 学校の跡地は、原則、売却を前提とした処分検討地であるが、その処分及び有効活用について、 

区長を中心とし、関係局が連携して計画的に進める。 

 これまで学校施設は、地元での重要な役割を果たしてきたことから、個々の地元住民の意見や要望

を聞くなど柔軟な対応を行い、慎重に方策を検討する。 


